
地域企業 (製造業)の存立構造と将来展望

Considerations and Prospects on the Subsistence Structure 
of Local Companies (Manufacturing Industry)

は じ め に

近年､経済の国際化 ･円高などの進展に伴い､

わが国経済は構造転換を迫まられている｡とくに､

地方経済は､製造業の比重が高く､ ｢モノ｣づ く

りにかかわる国内産業の空洞化がいわれるなかで

大きな影響を受けており､地域企業を取 り巻 く経

営環境は厳 しさを増 している｡

上田市 ･浅間テクノポリス圏域は本州の内陸部

に位置することから､鉄鋼 ･石油化学などの臨海

型の大規模装置産業はみられず､電気枚械 ･輸送

横桟 ･一般機械などの部品製造を主体とした加工

組立業種に特化している｡これらの産業は､昭和

50年代の低長成期下においても､製品の軽薄短小

化 ･多品種少量化､マイクロエレクトロニクス等

の技術革新によって急成長をとげ､いわゆる ｢地

方の時代｣の牽引車となった｡この時期､坂城町

にみられるような旺盛な企業家精神に支えられ､

工業集積や技術集積が進行 したO

ところが､昭和60年代に入 り,経済の国際化 ･

円高が進行するなかで､地域企業も重大な局面に

突入 した｡その直接的理由は､円高 ･空洞化のな

かで仕事量が減少した り､大幅なコストダウンを

強いられたことであるが､この点は以前から地域

企業が宥 していた根本的脆弱性に起因していた｡

つまり､地方経済は環終生産物を産出するメ-カ

-ではなく､大企業の手足となって部品を作る中

小下請企業が主体となって構成されている｡ しか

も､電機機械 ･輸送機械 ･一般校桟の加工組立業

種は､内陸に立地しているにもかかわらず､輸出

型製造業である｡その結果､付加価値生産性が低

いだけでなく､円高や空洞化の影響をもろに受け

るという弱点を露呈してしまったのである｡
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このような地域経済の現状を踏まえ､本稿では､

第 1に上田市の製造業の現状と役割を概観すると

同時に､浅間テクノポリス構想における上田市の

位置づけを若干論述する｡第 2に､浅間テクノポ

リス圏域の主な製造企業に対 してアンケー ト調査

を実施し､企業の存立基盤を考察 しながら､地域

企業が抱える問題点を指摘した｡さらに､国際化

･円高 ･空洞化のなかで､地域企業はどのような

生き残 り戦略をとろうとしているのか､その将来

展望を概観 し,そのうえで､政策的視点を含めて､

地域企業が志向すべき道を示唆した｡

Ⅰ 上 田市の産業 と製造業の特徴

1.産業の概要と製造業の特化状況

昭和60年における上田市の就業人口は､総数で

59,003人であり､人口の約半数が就業している｡

そのうち､第 1次産業の就業人口は5,645人(9.6

%)､第 2次産業の就業人口は25,484人(43.2%)､

第 3次産業の就業者は27,874人(47.2%)となっ

ており､全国の産業括道に比較して､第 2次産業

の比率が10ポイントほど高 くなっている (表 1)0

本研究の目的は上田市の第2次産業､とりわけ

製造業の存立基盤 と将来を展望す るものである

が､製造業の就業人口は昭和60年で20,982人とな

っており､全産業に占める割合は35.6%である｡

つまり､全体の1/3以上の従業者が製造業に従事

しているわけであり､上田市全体に占める役割は

非常に大きい｡ しかも､表 1からもわかるように､

最近の10年間において､製造業の就業人口はかな

り増加しており､その比率も上昇 している｡

一 ilil-



表 1 上田市の産業別就業人口 (15歳以上) (昭和60年 10月1日現在)

区 分
総 数 構 成 比

産次
l

農 業

林 業

漁 業

第 二 次 産 業
鉱 業

建 設 業

製 造 業

第 三 次 産 業
電気･ガス･熱供給･水道業
運 輸 ･ 通 信 業

卸 売 ･小売業ー飲食店
金 融 ･ 保 険 料
不 動 産 業

●サ ー ビ ス 業
公 務
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830 988 1,150 1,407 1.5 1.9
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7.490 7,484 8,881 9,975 13.7 14.3

1.201 1.232 1,291 1.288 2.2 2,4
20 95 11 68 0.1 0.2

01 0.1

41.1 43.2

0.1 0.1

7.4 7.6

33.6 35.6

46.9 47.2

0.6 0.6
4.3 3.8
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2.1 2.4

0.4 0.4

15.8 16.9
2.3 2.2

0.0 0.1

資料:国勢調査 (荏)60年は上田市地方集計の結果による｡第3次に分析不能の産業を含む｡

上田市は､かつて東信地域の ｢商都｣として栄

えたところであり､人口比に比較 して広範囲な商

業圏を右 していた｡現在でも上田市の商業人口吸

引力は､全国的に高い水準にあるが､最近ではそ

の吸引力に陰 りがみえてきた｡反面､上田市の第

2次産業は製造業を中心に集積が進みつつある｡

上田市の製造業の概要を中分類別に示すと表 2

となる｡この裏から従業老比率の大きい順からな

らべると､電機 29.4%､輸送機械 (輸送) 16.6

%､食料 ･飲料 12.1%､楼械 12.0%､精密 4.1

%となっている｡それに関連 して､製造品出荷額

等は総額 3.752億円であり､業種的には電機 25.0

%､食料 ･飲料 21.0%､輸送 20.1%､横桟 13.4

%､精密 3.1%の順になっている｡

このように､上田市の製造業は食料 ･飲料を除

くと電機､輸送､機械､精密などの加工組立業種

(広義の機械工業)に著しく特化 しており､いわ

ゆる内陸型の工業の特徴を右 している｡もちろん､

この点は長野県全体としていえることである｡昭

和60年の長野県における産業別製造品出荷額等の

構成比をみると､電機 37.1%､精密 12.4%､機

械 12.1%と､やはり加工組立業種に特化 している

(図 1)｡ 上田市の場合､長野県に比較 して食料､

輸送枚概の比重が大きく､その点が上田市の製造
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業の特徴になっている｡

製造業の構造変化を10年前と比較 してみると､

次の点が注 目され る｡ 第 1は､按維産業は明治

･大正 ･昭和の初期において､生糸を中心に長

野県の花形産業であったが､今ではほとんど姿

を消 し､現在はほぼ産業としての比重は失われて

しまった.第 2は､加工組立業種の中でも､電横

の成長が目覚しく､後に示す ように,雇用吸収の

面でも大きな役割を担ったこ一とである｡

このような産業構造の変化の主要因は､マイク

ロエ レクトロニクス (M E)技術革新の進行によ

るものであるが､長期的にみれば､わが国の工業

が軽工業から重化学工業-､さらに先端技術型産

莱- と推移する構造変化に対応するものである｡

さて､最近の10年間において､従業者 と製造品

等出荷額がどのように変化したかを示 したものが

図 2である｡この図で､上田市の軽工業の実態も

知るために､産業としての比重は低いけれども､

代表例と木材と家具を加えた｡

図 2からわかるように､まず､織経､木材､家

具のような軽工業の従業者数は大幅に減少 し､出

荷額の伸びも減少または若干増にとどまっている｡

もちろん､このことは長野県全体､全国的趨勢で

もある｡次に､機械､精密は､従業者数ほほとん



表2 上田市の製造業の概要 (中分類別､昭和60年)

市 君G 別 事 業 所 数 従 尭 音 数 現金給与 原 材 料 左に含まれている 宅l付加
鑑塀蛭首鼠段別 鑑顎 常用労齢蕃 抵 額 ttB.)uu 加工斉修理杓法人個人 10-19 児 玉頁 使用宙等 出荷五霞 収入‡頁収入15 内EE消費税 額 価値額

上田市Ag丑

12食 料 ,223 2.530.441 一. 733 一.314 292

13 飲 料 481 3,573 930811237862870005

14 位 鑑 5a 297,331 ーl 142 374

15 衣 Ea 767 8 628 18 865 127

16 木 材 303 141.623 24 485 240833 123078 189

別

学

油

クム

石3
鉄

尽

拭操送密告他

19 印

20化

21石

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

対

皮

の

乃

コ

土
鉄

非

金

枝

貫

指

摘

武

そ

叫ー

加

●
和

8

∝
畑

詔

細

胞

瓜

M

Ei
払

'
t1

2

5
.
EYi

l

-

l
l

l

-
-

l

l

l

1

3

3

1

1

1

3

1

-
6

1

1
1

1

2

6

11

加

10
2

-
4

3

l

l
4

l

-

-
1

2

2

は

15

3
l
l
3

4

1

)
7

1

-
4

1

3

9

17

認

7

2

-
7

佃

3

1
sS
3

1

.F'
2

日

髄

論
03
山

S]

l
R

5

1

-

_7

3

1

4

3

3

伯

貼

別

田

t

I
g
L

別

3

l
㌘

2

1

6

1

15

胡

82

餌

R

13

1
1

盟

4

1

3

5

2

相

一

1
8

ぬ

F=

糾

折

釘

l

砿

161

位

■
317

3

tt
加

4

m

捕

t
耽

31

エ
･･5

5!
211 124

387 210

脚

働

2

印

恥

L

2

432 醐

534 267

訂

エ

L
.31

3

t1
3

3

4

SS
S

7...
4t

1

1
3

S
.

-

S:
畑

35
.
臥

脳

は

恥

軌

個

S
.

1

?
.

汎

p

F.

～

176.509

151.149

200498 530870 I.062.03) 966.105 56,416 39.509 10 531150

14.803 53.846 77064 75534 1530 - - 23.21A

X エ 3: 三r . :E - 3'

2 12.365

1 1011浴0

21 177.782
47 809.827

43I.623.316

241.088,537

6 2%.800

■l.177

723604

267.876

2.708.919

6.196.273

5.953.259

581.236

85.55･l

I137.009

675.233

5.015.425

9,366,079

7,760807

1.181.197

=

=

旧

‥

二

二

朗

t粥

川

捌

二

1

8
.

L

■

9-2

朔

既

淵

隅

田

■

よ

si
M

仏

鵬

m

Si

掛

即

納

脚

弧

附

脚

二
t

85

臥

5'

m

72

氾

畑

1

.t

8

t1.
1

61605

41.377

413.405

407.∫17

2.306.506

2.867,767

I807.548

599.961

資料;｢=菓統計桔果 報告書｣ (長野県定着証情撮統計課)昭和60年版

図1 産業別製造品出荷顔等構成比 絢

(上田市〉
昭和 50年

昭和60年
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Eg)2 従業員数と製造品出荷甑等増減率の関係

(昭和50-60年)
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ど変化 していないのに､出荷額は増加 している業

種である｡つまり､このような業種では雇用創出

力はほとんどなかったのに反し､後に示す付加価

値生産性が上昇 している｡三番目として､食料､

輸送､電機のグループであり､従業者数と出荷額

の両方が増加し､次節で述べるように､雇用創出

力が大きかった業種である｡

図 2から明らかなように､統計的にみれば右上

がりの集合になっているから､出荷額が増加すれ

ば従業者も増加する傾向にある｡しかし､それら

が正比例するわけではない｡機械､精密のように､

出荷額の増加が必ず しも従業者数増加につながら

ない場合もあり､雇用創出に寄与しないこともあ

る｡

2.雇用の創出と付加価値生産性

前節で述べたように､最近10年間における上田

市の製造業の雇用は､主として食料､電機､輸送の

業種で創出されたものである｡この点,代表的業

種を例にとって示す と図 3となる｡

図3 昭和50.-60年における従業員の増減状況

印弊料 :｢長刑 r'.Iの工業｣(lhTf和5O年)
｢1-_業統計結果紬仕出｣ (lml1601I:･)
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図からわかるように､製造業における全体の従業

老数の増加は10年間で3,009人であり､年間平均

にすると約 300人である｡この間の上田市の就業

人口は6,730人増加したので､製造業での雇用創出

は全産業の45%である｡この値が大きいか小さい

かの評価は別として､現在､経済のソ7日と･サ

ービス化がいわれる中で､地域の製造業の雇用創

出の比率はかなり大きなものとなっている｡この

点は､わが国の生産拠点が地域に依存しているこ

とにかかiっっている｡

10年間で生じた約 3,000人の雇用増加を業種別

にみると､食料､電校､輸送の3者でほとんどを

占めている｡特に電機において約 2.300人増加し

ており､全体の77%を占めている｡電機における

従業老数の大幅増加は､長野県全体についていえ

ることであるが､上田市の特徴としてほ､食料に

おける従業者数がかなり増加していることである｡

さて､成長する産業もあれば衰退する産業もあ

るわけで､按経､木材､家具などの軽工業は､従

業者数の減少はそれほど大きくないとしても､そ

の減少率は30%をこえている｡特に､かつて上田

市工業の中心的役割を果した祷維産業は､この10

年間だけでも1/3に縮少してしまったO

このような産業構造を変化させる駆動力は､通

常技術革新に求められる｡つまり､軽工業-重化

学工業-先端技術産業という時代の潮流の中で､

労働力構成も変化していくわけである｡しかし､

個々の労働力の移動は､純粋な技術革新に依るも

のではなく､その成果としての高い所得を求めて

行われるものである｡企業側としても､技術革新

が労働力需要を高めながら利潤の増大が見込まれ

るときのみ雇用を拡大しようとする｡ということ

は､別の見方をすれば､技術革新がそれほど生じ

なくても､何らかの原因 (需要増､集積効果等)

で企業の利潤率と労働力需要が上昇するならば､

そこへ向って労働力移動が行われる｡上田市の食

料への特化は､その一例といえるだろう｡

一般的に言えば､技術革新や経営努力の成果､

その他の原因による企業利潤の増加は､付加価値

生産性の上昇につながる｡そこで過去10年間の業

種別の付加価値生産性の推移をみると図4となる｡

この図からわかるように､付加価値生産性の高い

業種として食料､機械､精密があげられる｡逆に､



低い業種は給経､家具などの業種である｡

図4 業種別付加価値生産性とその推移
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図 3と図4を比較すると興味あることがわかる｡

通常､付加価値生産性が高くかつその伸び率が高

いほど労働力の吸収力が大きく､生産性の低い業

種からほ労働力の退出が生ずると考えられるが､

このことはある意味で妥当するが､他面では妥当

しない｡たとえば､食料では付加価値生産性が高

く､労働力の吸収も大きい｡級経,木材､家具な

どほ付加価値性産性が低く､労働力の退出が生じ

た｡ところが､校拭､精密では付加価値生産性は

高いが､労働力の吸収も退出もほとんど生じてい

ない｡

このような業種別による差異は､業種によって

労働力の吸収の仕方がかなり相違することに起因

するであろう｡食料品の製造は､どちらかといえ

ば労働集約的であり､付加価値生産性の上昇は労

働力需要を増大させる｡他方､機械や精密などの

業種は資本集約的な面が強く､自動化 ･合理化が

促進 しやす く､また､技術の高度化に伴って高付

加価値製品の開発も行われる｡ したがって､労働

力の合理化を進めながら､付加価値生産性を高め

ることが可能である｡

さらに注 目すべきことは､最も雇用吸収力の大

きかった電校である｡電機の付加価値生産性は全

体に比較しても低い水準にあるのに大きな雇用創

出が行われたわけである｡昭和50年代においてM

E技術革新の進展に伴って竃楼産業が大きく成長

したが､長野県のような内陸部においては､最終

生産物のメーカーとしてではなく､むしろその部

品を供給する企業群が成長し､立地も行われた｡

電枝(千)部品産業は細い仕事が多 く､意外と労働

集約的である｡そのため､女性を中心とした若年

労働力の雇用が促進された｡ したがって､付加価

値生産性がそれほど高くなくても､労働力需要は

高まっていき､大きな雇用の創出がなされたと考

えられる｡恐らく､今後は較械産業のように､各

種の合理化の努力が行われると予想されるから､

電機産業における従業者数は従来のようには増加

しないであろう｡

3. 中小零細企業主体の構造と相互依存性

上田市の製造業 (長野県の製造業も同様)には

鉄鋼､石油化学などの装置産業はほとんどないこ

とから,何千人という事業規模をもつ巨大企業は

なく､食料を除けは､ほとんど部品加工業種を主

体とした中小零細企業の集合体として形成される｡

この点を具体的に示すと図 5になる｡

図5 従業者規模別事業所数 (昭和50年､60年)

lLIT)

BCO

S
莱

所 603

に

4∝)

2tXl

9人u下 10-19人 2t)～29人 30-299人 300人u上

従業員穎摸

更科 :｢上田市の統計｣昭和 50年､昭和60年｡

図 5からわかるように､70%以上が9人以下の

事業所であり､10年前と比較するとこの構造はほ

とんど変わっていない｡上田市に存在する主な事
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業所として､従業員300人以上､または従業員100

人以上で資本金 1億円以上のものを抜き出して表

1に示す｡この表から､食料と機械工業 (広義)

に比較的大きな事業所がみられるが､この点は既

に述べた特化状況に符合する｡

蓑3 上田市の主な事業所 (従業員3X)人以上､
または従業員1(刀人以上で賀寿金1億円以上)

菜 種 事 業 所 名 主 要 製 品 名 区分

機 械 アート金属工業㈱上田工場 ピストン 2

上 田 日 太 無 線 ㈱ 無線通信俵ー超音波診断装置 2

㈱ オ ル ガ ソ 針 ミシン針,メリヤス針 2

鐘 通 工 業 ㈱ マグネ,ト工具 4

山 洋電槙㈱上田事業所 精密モーターー配電盤制和語 2

シナ/ケソ シ㈱上田工場 チ-プチ,辛_通信器製造 1

金 属 ㈱ 城 南 製 作 所 自動車部品 4

(広義)多摩電横I業㈱上田工場 抵抗器 3

東京特殊電線㈱上田工場 各種電線_OA操器 2

㈱ 長 野 計 器 製 作 所 圧力計､温度計 2

日 信 工 業 ㈱ 自動車用プレ-キ､ビストソ 4

㈱ 宮 野 鉄 工 場 自動旋盤 2

放 維 笠 原 工 業 ㈱ 上 田工 場 製糸ナイロソ 1
カネボ ウ絹糸京美人㈱ 絹紡糸､ナイロソ 4

食 料 エスビー食品㈱上田工場 香辛料 3
信 州 - ム ㈱ 4

明 信 乳 業 ㈱ 上 田工 場 扮字L J{タ- 3

㈱ 穂 高 弁当tすし_謂哩J{L/ 4

資料 :浅間テクノポ1)ス開発構想(秦)(昭和 60年).

(注 1)区分は_1-製糸関係からの転換企業ー2-戦争中rこ疎開した

企業ー3-高度成長期の工業進出企業､4-上田市で成長した自

前企業｡

(江2)笠原工業掛 土その後捉雄部門から撤退し_電子部品組立などに

進出した｡

表 3の区分の欄であるが､この点は上田市工業

の発展の歴史に深 くかかわっている｡明治 ･大正

･昭和初期においては､絹糸を中心とした製糸関

係の企業が産業の主力であった｡ しかし,今日で

はほとんど姿を消してしまった｡注目すべきこと

は､戦争中に疎開 した企業が 7社あり､すべて機

械工業 (広義)である｡

戦争中に疎開した企業の割合は､表 1以外の中

小零細企業においてはぐっと少なくなるが､それ

にしても戦時中の工場疎開がいかに地方工業の振

興に寄与 したかを物語っている｡すなわち､戦争

による工場分散が地方に技術移転をもたらし､地

方工業の活性化につながったのである｡

さて､上田市周辺の企業の多くは中小零細規模

であるのにかかわらず､技術水準は高く､後に述

べるように､独自の技術を持っている企業も少な

くない｡ したがって､加工組立業種を中心に企業

間相互の取 り引きも密接であり､相互依存関係も

強い｡

上田市における企業相互の取引状況を調査した
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公式な資料はないが､浅間テクノポリス田城 (吹

節で述べる3市 6町 1村で構成､人口約33万人)

における企業相互の取引状況をアンケート調査し

た結果を図 6に示す｡

図6 地元企業相互の取引状況
受 注 先

質料 :浅間テクノTt'lJス開発構想(塞)

(昭和60年)

図 6からわかるように､受注先として一番比率

が高い地方は関東で約40%､その次は浅間テクノ

ポ1)ス圏域の24%､閑西地区約11%､その他県内

11%となっており､受注面では関東圏に大きく依

存 している｡ところが､外注先としてほ浅間テク

ノポ 1)ス圏域で 67%を占めてい る.つまり､

当圏域の技術水準はかなり高 く､特殊な加工など

を除けば､受注 した大半は当圏域で処理 しうる能

力を持っていることになるoLたがって､この圏

域では､次節に述べるように､組立加工業種を中

心とした中小零細企業群のポテンシャルは高く,

先端技術型のテクノポリスとして発展する素地が

備っているといえよう｡

チ.浅間テク/ポリス構想における上田市の位置

既に述べたように､上田市を中心とした長野県

の東信地方の工業の技術力とポテンシャルはかな

り高いのにもかかわらず､大きな問題点も存在す

る｡その最大のものは､最終生産物 (商品)のメ

ーカーが少なく､部品加工の企業が多いため､付

加価値生産性が全国レベルに達 していない点であ



表4 浅間テクノポリス圏域の概況 (生産･出荷･販売額 ･単位百万円)

市 町 村 両 石kra 人 口(59.10.1)就業人口(59.10.1)農業(58)粗生産節 工 業 (58) 商 業 (57)事業者数 従業員数 出荷 額 商店数 従業員数 販 売 額

上 田 市 176.48 114,644 56,092 10,060 1.065 19,654 301.412 3.263 13.794 349,731

小 諸 市 94.01 43.430 21.674 8,759 342 5,629 80.689 1.163 4.278 79,895

佐 久 市 193.15 59.256 29,758 8.611 467 8,983 22B.006 I.734 5.718 215,331

白 EEl町 83.41 16,336 8,136 2,493 97 1.894 17,362 326 1,017 14,527

軽井沢町 155.69 14,943 7,392 1.554 39 226 2.479 492 1.603 23,393

御代田町 61.54 10.833 5,260 3,732 44 2,790 40.183 204 561 8.781

北御牧村 25.95 5,353 3,178 2.574 29 471 3,265 48 141 1,994

丸 子 町 105.62 26.009 13.375 2.468 301 5.386 74.330 540 1,670 22,211

東 部 町 89.98 22,132 ll,589 5.038 200 3,423 88,164 483 1.555 26,543

坂 城 町 53.20 16.794 8,880 2,673 321 5,951 112.292 279 888 ll,567

田域計A 1,039.03 329.959 165,334 47,962 2.905 54,407 928,183 8.532 31.225 753,974

長 野 市 404.08 333.523 162.645 23,442 1.790 30.820 490.583 8,512 40.413 1,379.802

長野県B 13,584.62 2.118,213 1.111.605 333,494! 16,930 279.985 4.281.651 51.761 197,135 5,033,236

る｡この状況を踏まえ,工業の集積と高技術化を

志向しながら総合的 ｢まちづ くり｣を目指 して､

昭和59年に上田市､小諸市､佐久市､白田町､軽

井沢町､御代田町､丸子町､東部町､坂城町､北

御牧村の3市 6町 1村が浅間テクノポリス推進協

議会を設立 し､テクノポリス法 (通称)に基づい

て国に認可を求めていたが､最近 (昭和 62年 12

月)認可となった｡

浅間テクノポ1)ス計画の詳細は他の資料に譲る

として､当圏域の概況を表 2に示す｡ただ､母都

市は当圏域になく (母都市は人口15万人を満たす

ことが必要)､ 北信地区の長野市となっている｡

蓑 4からわかるように,浅間テクノポ リス圏域

の長野県に占める人口比率は15.6%であるが､工

業出荷額に占める比率は21.7% となっており､当

圏域の高い工業集積度を物語っている｡また､坂

城町にみられるように､企業家精神も旺盛な地域

でもある｡

浅間テクノポリス構想では､現在の工業集積や

技術蓄積を活か し､企業が自前で技術開発力を発

揮できる水準､すなわち自主技術開発型企業の育

成をしながら､付加価値生産性の向上を目指 して

いる｡ さらに､テクノポリス構想では､単なる先

端技術への対応ではなく､各地域の特性に合iっせ

て都市機能のあり方､住環境の促進､学術 ･研究

校能の強化など､総合的 ｢まちづ くり｣を志向し

(資料 :長野県勢要覧)

ていることが特徴となっている｡

上田市は浅間テクノポリスの最大の都市であり､

人口は約12万人である｡上田市は古 くか ら東信地

域において文化 ･教育 ･商業 ･工業の中心的役割

を占め､浅間テクノポリスにおいても副母都市と

して位置づけら九､母都市の機能を補完すること

になっている｡

テクノポリスにおいてほ､その性格か らして特

に研究 ｡学術横能の強化が大きな課題になるが､

そのために浅間テクノポ1)スでは3つの 1)サーチ

パーク- 上田1)サーチパーク､浅間山麓 1)サー

チパーク､佐久 リサーチパーク- の形成が予定

されている 上田リサーチパークはその中で最も

立地条件が優れてお り､その機能整備が期待され

る.本学 もその 1つとして学術 ･研究の一翼を担

うことになっているわけであり､今後､地域との

密接な連携が求められている｡

II 地域企業の存立基盤 と将来

- アンケー ト調査 を踏まえ て -

1.問題意識と調査日的

本研究の目的は地域企業 (製造業)の存立基盤

を技術革新や経営革新との関連で探究 し､ さらに
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その将来を展望しようとするものである｡今日､

ME (マイクロエレクトロニクス)を中心とした

技術革新が急速に進行 し､国際経済が激変する中

にあって､地域企業を取 りまく経営環境は厳しさ

を増 しており､日本経済の構造変化という大きな

渦巻の中で地域企業は21世紀を目指して苦悶して

いる｡

そこで､ここでは地域企業の過去の実績を踏ま

え､現在の状況､さらには将来展望という時系列

的軌跡を調査することによって､地域企業が何を

よりどころに存立 しているのか､いかに技術開発

に力をスれているか､さらに自社の将来に対 して

どのような展望をもっているのか､という点を明

らかにしていきたい｡そのために､以下に述べる

3項目を重点課題として調査を行った｡

(1) 地域企業の過去 5年間の実績

戦後､順調に成長していた日本経済も､1970年

代に入ると大きな経済変動の嵐に見舞われるよう

になった｡ 1ドル-360円という固定相場制が崩

壊した ドル ･シ ョック (71年)､中東戦争を契機

とした第 1次オイル ･ショック (73年)､さらに

第2次オイル ･ショック (79-80年)と大きな経

済変化が続発 した｡

しかし､わが国経済はもち前の機動性と勤勉性

を発揮 し､これらの危機を乗り越えてきた｡その

原動力は何といってもME技術革新の進行であり､

それに伴う省エネルギー化､製品の軽簿短小化､

高品質化であった｡同時に､国民のニーズが多様

化し､企業においてほ多品種少量生産へと移行し

たが､この面でもわが国の企業は迅速に対応して

きた｡

1981-85年の5年間は､景気の好 ･不況はあ

ったにせよ,為替相場の安定ということもあり､

総体とすれば経済は比較的順調に推移 した｡ME

技術革新は一層進み､わが国の国際競争力がます

ます強化された時期でもある｡

もちろん､当圏域のような地方においても､各

種のME技術が浸透 し､製造工程の自動化､新製

品の開発､精度 ･品質の向上などがなされた｡こ

の意味で､この 5年間は地域企業の技術革新が急

速に進んだ時期といえよう｡

そこで､過去 5年間において地域企業で行った
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具体的成果- 精度 ･品質の向上､製品開発､コ

ストの引き下げ､製造工程の自動化､納期の短期

化､ レイアウトの変更など- を調査 した｡また､

それに関連 して新製品や高付加価値製品の出荷状

況､技術開発の状況などを調査 し､当圏域の企業

の実績を概観することにした｡

(2) 地域企業の現状について

企業の現状を考察する際大切なことは､その企

業の存立基盤が何であるかを知ることである｡従

来の二重構造に代表される考え方によれは､地方

の下請的中小零細企業は､低賃金労働名によって

支えられているとの見方が強 く出されていた｡今

日においても､もちろんそのような部分が残存 し

ているにしても､現在の地域企業は､中小企業と

いえども､もっと技術的なものに依拠 しているの

ではないか｡地域企業の将来にも関連 して､この

ことが特に重要であるとの視点から､企業の販売

面と生産面から存立基盤を調査 した｡

具体的には､製品価格や工賃､品質 ･精度独自

製品の有無､納期の正確さ､市場開発力､組織力

などの問題にかかわっているが､それらを各企業

がどのように評価 しているかが重要である｡また､

生産基盤と関連 して､従業員の熟練度､パー トや

高齢名の存在､製品開発の技術力､製造工程の自

動化､工程管理の改善､取引先とのつきあいの問

題などを調べることが重要である｡

さらに､現実問題として､地域企業が現在どの

ような問題に直面 しているか､一番困っているこ

とは何かを把握 しておくことも重要である｡当然､

企業が直面する問題は､その時々の企業環境に大

きく左右される｡本調査は､為替相場が 1ドルあ

た り155円く･らいに上昇 した時期のものである｡

その意味では､かなり特殊な状況下での調査とも

いえるが､現時点での企業の悩みを知る上では重

要な資料を提供する｡

(3) 長期的将来の展望について

地域企業を研究する際､その長期的存立基盤に

ついて展望することも重要な課題である｡ しか し､

半年先､ 1年先がわからない今日の経済環静 こあ

って､長期展望は可能であろうか｡また､そのよ

うな試みは,意義があるだろうか｡



このような疑問に対 して､われわれは明快な答

は与えられないが､次のことはいえるのでほない

か｡つまり､将来おきるであろう変化は､現時点

では明確な形として現れていないとしても､その

前兆は必ずあるはずである｡そして､その前兆を

-早 く察知 して､来たるべき事態に備え､経営の

軌道修正の準備を行 うことが重要である｡

将来は､過去と現在の延長上にあるから､将来

を語るためには過去と現在の状況を十分認識 し､

その中から来たるべき時代の予兆を兄い出さねば

ならない｡

このような点を念頭において､本調査において

ほ､まず中長期 (5- 10年)的将来について､企

業の存立基盤の不安の有無を調べると同時に､そ

の不安の理由についても質問した｡次に､将来生

き残 り発展するための企業戦略として最も重視 し

ているものを調査し､多 くの企業がいかにして生

き残 りをかけているかを知る手がかりにした｡さ

らに､浅間テクノポリス構想では､自主技術開発

企業の育成を目指 しているので､経営の活性化に

関連して､この点についても調査 した｡

2.調査の概要と方法

(1) 調査対象

調査対象は､浅間テクノポリス圏域に事業所を

もつ製造企業である｡原則として当圏域の従業員

30人以上の企業としたが､それより小規模の企業

行動の調査も重要であるとの判断から､上田市に

ついては従業員規模 10- 29人についても調査に

組まれた｡表 5に示すように､全部で500社であ

る｡

(2) 調査の方法

本調査の実施時期は､昭和61年 9月である｡但

し､調査票には8月末日の状況について記入して

もらうよう依頼 した｡

調査の方法は､調査対象 500社に対 して､郵送

法によるアンケート調査方式で行った (表 5)0

また､本調査では､回答者を事業主のみに指定 し

た｡というのは､本調査の目的が将来-の展望と

い う極めて経営戦略的な要素にかかわっているか

らである｡

なお､具体的調査項目の作成にあたってほ､全

国との比較の点から､ F技術革新下の中小企業 』

(日本労働協会､昭和60年)を一部参照 した｡

表5.7ンケー ト調査用紙郵送先

･＼ 10.--29人 30.-49人 50′.-99人 too′.-299̂ 300人以 上 計

上 臼 市 174 37 27 20 12 270

小 諸 市 10 12 7 2 31

佐 久 市 25 20 ll 3 59

丸 子 町 18 7 6 3 34

東 部 町 18 9 6 1 34

御代EE町 1 3 1 3 8

軽井沢町 0
坂 城 町 14 10 5 6 35

白 田 町 18 6 1 25

北御牧村 2 2 4

(F長野県工場名鑑FL(昭和60咋版)より1)スト7ノブ)

(3) 回答企業の概略

Q) 回答率と事業規模

まず､回答企業は対象 500社中 178社であり､

回答率は35.6%である.したがって､この回答率

で調査結果を考える必要がある｡ とい うのは､サ

ソプルには偏 りがつきものであり､しかも通常は

比較的良い方に偏っていると考えられるからであ

る｡

回答率が低かった理由としてほ､第 1に調査の

性格上回答者を事業主に限定したこと､第 2に経

営に関する微妙な点や将来戦略まで尋ねたことが

あげられよう｡

次に､回答企業の規模を資本金別､従業員数別､

年間売上高別に表 6に示 した｡

表6 回答企業の事業規模
区 分 現 萩 の 内 容 ㍗

安 東 金 500IL- 1000- 3000-
500万円未 済 1.000万円未満 3.000万円未満 5.000万円未満 5.抑 万一1万円未満 l尼円以 上

l企業監 25(】4ー0多) 29(16.3%) 52(29,2芳) 27(15.2%) 28(ll,2%) 25(14_0芳) 178(ー005G)

従業 員鼓 10-2ĝ 30-49人 50-99̂ 100.-299人 300-999人 1000人以 上

r企業数 45(25.3%) 33(18_5%)l 41I(23,0芳) 35(19.7m 17(9,63:) 7(3_9%) 178(loos)

年rE'1]売上品 5.000 :5.000万-い危円未満l l-3倍円未芯 3-10時円未満 10-50 50鮭円以 上万円未満

この表 と蓑 5を比較すれば､従業員規模別の回

答率が出るわけであるが､実際は調査台帳に載っ

ている従業員数と現実の従業員数では異 っている
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場合もあるので､従業員規模別の正確な回答率は

算出できないO小規模企業ほど回答率が低い傾向

があるのほ､小規模企業ほど事業主は日常業務に

追iっ九､将来展望をもちにくいこと､またテクノ

ポリス構想などに比較的関心が薄いことによると

考えられる｡

e) 産業分類

業種の分類は､日本標準産業分類を参照してい

るが､同じではない｡当圏域で比較的多い業種に

限定した (参考資料). プラスチック加Zは､調

査票のその他の菜種か ら抜き出して-項目を設け

た｡また､木工には､木材 ･製材を含めた｡

③ 回答企業の業種および業態

蓑 7に業種および業態の状況を示す｡この表か

らもわかるように､当圏域の特色を反映して､電

気機械の業種の回答数が最も多い｡業態として一

番多いのは､ ｢他社か らの発注品の殆どは自社内

で一貫生産 している｣企業である｡このことは､

当圏域では比較的部品の加工 ･製造が多く､しか

も自社内でそれを殆ど製造しうることを示してい

る｡

表7 回答企業の業種および業態

菜 種 食 料 JI 木工.木材 鉄鋼.非鉄 金 属 -般故紙

企業 数 13(7.3%) ∫(3.9%) 7(3.9%) 7(3,9%) 12(6.7%) 15(8.4男)

菜 種 電文鎖鞍 輪送壊鞍 措否決残 ブラスチ タク加 工 そ の 他 汁

業 態 企 業 数

58 (31.9%)

86 (47.3男)

9 (4.9〆)

ll (6,0芳)

の重要さを示している｡

表8 回答企業の創業年と経営者

い∵ - 昭和19 昭和20 昭和30 昭和40 昭和 50 昭和60 汁年以前 年 代 年 代 年 代 年 代 年 代

創 共 著 5 12 22 29 14 0 82(46.1芳)

創業者と血椋粥係にある後徒者 23 15 10 6 I 0 55(30.9%)

創 業 者 の共 同昆 官 署 0 3 1 1 1 0 6(3.4%)

創業者と血長的 係 が な い 6 6 4 4 2 1 23(12.9%)

そ の 他 1 1 2 3 5 0 12(6,7%)

匪)その他の多くは.親会社oD派iLや合弁企業である｡

旺I媒敷lこ回答している企菜があるため合計が 178社とならない.

④ 回答企業の創業年 と経営者

創業年と経営者の関係を表8に示す｡この裏か

ら､創業者ないしその血縁関係にあるものが経営

権を握っている場合が多い｡つまり､地域企業は

オーナー経営者が多いわけである｡また､創業年

が古いほど息子などの代替わ りが進んでいること

は当然としても､全体 としてほそれほど代替わ り

は進んでいない｡このことは､今後の後継者作 り
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3.調査結果- 地域企業の現状

(1) 他社に比較して優れている点､劣っている

点は何か

地域企業は､自社の優れている点をどのように

評価しているであろうか｡販売面からみた結果を

表 9に示す｡この裏から一番多いものは､ ｢製品

の品質 ｡精度が高い｣が44.4%であ り次いで ｢独

自の製品をもっている｣が25.3%となっている｡

一方､ ｢製品価格や工賃の安さ｣を売 りものにし

ている企業はわずか 4.5%にすぎない｡

本調査の数字は､若干の相違はあるものの全国

的な調査 (前掲のF技術革新下の中小企業 』)と

ほとんど同じである｡つまり､今日の中小企業の

多 くは､製品や工賃の安さではなく､製品の品質

･精度の高さ､独自の製品の保持に自社の優れて

いる点を兄い出しており､それは多分に技術的な

ものに関連している｡

従業員規模別にみると､ ｢製品の品質 ･製度が

高い｣､ ｢独自の製品をもっている｣という回答

比率は､規模が大きな企業ほど高い傾向を示す｡

反対に､小規模な企業ほど ｢製品の価格や工賃が

安い｣や ｢納期の正確さ､短い納期｣を売 りもの

にしている｡

さて､今度は他社に比較して劣っている点であ

るが､一番多いのが ｢独自の製品をもっていなし｣

の38.2%である｡とくにこの比率は小規模な企業



ほど高く､下請けが多い地域企業の弱点となって

いるようである｡

次に多いものが､意外にも ｢組綴力が弱い｣と

する企業の21.9%である.この点は､経営著と直

接話をするとわかるが､粗放を円滑に維持するた

めの中間管理者や社員の教育にかなり苦労してい

るようである｡第 3位が ｢製品の価格や工賃が高

い｣とする企業の20.2%であり､この悩みは企業

規模にかかわらず現われている｡

他社より劣っている点で､ ｢その他｣の比率が

多い｡とくに､従業員300人以上の企業で目立っ

ている｡この点を若干補足すると､技術者 ･管理

者などの人材不足､市場開拓力や販売力の弱きを

あげる企業が比較的多くみられた｡また､少数で

はあるが､輸送網や立地条件の悪さ､従業員の高

齢化､受注量の変動による生産出荷の変動などを

あげる企業があった｡

J表9 販売面からみて優れている点､劣っている点
(従業EIBL段別)

蕊-竿 10-:9人 30-49人 50-99̂ 1(X)-299人 300-9}9人 1000̂以 上 汁

也社lこ比較して特lこすく~れていち点封品佃格や工liが安い Jl 1 .1 I 1 0 8(-LS芳)

魁品の品fi.桁度が高い .23 12 19 ll 7 7 79(41r4多)

日の魁iL.,>いる 8 3 2 15 7 0 45(25.3%)

納朋の正確さ,伝い納朋 lO 9 6 3 0 0 28(15.7%)

iriu開発力がある 0 1 1 1 1 0 4(2.2m

生し托力がある 0 4 1 3 0 0 8(4_5ガ)

その他 0 3 1 1 1 0 6(3.4%)

也礼に比較してJ;ていち点 魁晶価格JP_Ⅰ攻が高い 7 6 ll 4 7 l 36(20,2ヌ)

品の品･拐庇恋い 1 l 1 0 1 0 4(2,2弟)

独EIの出品をもっていない 24 12 18 14 0 0 68(3B_2楚)

納期の不正三播き_長い納期 0 2 I 3 0 0 6(3.JI%)

軒械力がuL. 12 8 7 9 2 I 39(21.9%)

業種別の表は､紙幅の都合で省略するが､若干

注目点だけ述べると､他社に比較して ｢製品 ･精

度が高い｣の回答は､金属､機械､電機､輸送機

械､精密機械に多 くみられる｡この理由として,

この分野は製品の高度化-の要求が高まっており､

それらの部品を生産 している企業が､その要請に

沿って行動したからであろう｡また､ ｢独自の製

品をもっている｣と回答した企業の比率は､食料､

絞経､木工の業種に多いが､この分野は最終生産

物の製造に関する企業が多く､製品の差別化がし

やすい分野であることによると考えられる｡

一方､他社に比較して劣っている点では､ ｢独

自の製品をもっていない｣という回答が金属､電

機,精密機械の業種に多 くみられる.この点は､

部品製造が中心の加工組立型業種の特徴である｡

上述の優れている面と重ね合わせれば､当圏域

の主力産業である加工組立型企業の強さと弱きが

浮び上ってくる｡つまり､製品の品質 ･精度には

自信をもっているが､最終生産物の産出まで到っ

ているところが少ないのである｡この点は､後に

触れる製品の付加価値の問題に深 く関連 している｡

(2) 地域企業の生産基盤を支える要因は何か

生産面からみた存立基盤は何であろうか｡従来､

地域の中小企業は､二重梼道の下請け的役割とし

て捉えられ､低賃金労働によって支えられている

との見方が強かった｡確かに現在でもそのような

面があることは否定しえない｡ しかし､前節でも

触れたように､今日の多 くの経営者は､もっと技

術的な面に存立基盤を求めている｡

事実､表10をみてわかるように､ ｢パー ト､高

齢者などの賃金の安い労働者｣に生産の存立基盤

を求める経営者は全 くいない｡全国的調査でもこ

の比率は非常に低く (3-4%)､ 低賃金に存立

基盤を求めている中小企業はほとんどない｡

一番比率の高いものは､ ｢取引先との長いつき

あい｣の31.5%である｡この点も全国的調査と同

じであるが､当圏域では全国の数字より4ポイ ン

トほど高くなっている｡このことは､当圏域の企

業相互の密着力の強さを物語っているといえよう｡

この傾向は､当然のこととして､小規模企業ほど

大きく､業種別には食料､絃経､木工などのどち

らかといえば高技術にかかわらない分野が多い｡

二番目に多いものは ｢製品の開発を行 う技術力｣
で20.8%であり､企業規模が大きくなるにつれそ

の比率は高くなる傾向がある｡業種的には､機械､

電按､精密などに多くみられるが､この分野で技

術革新が急速に進行したことを物語っている｡
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三番目の ｢自動化 .省力化機械の導入｣の比率

は19.1%で､全国的数字より5ポイント以上も上

回っている｡このことは,調査時点の相違にも起

因するが､やはり当圏域の企業の自動化-の熱意

であろうoとくに注目すべきことは､小規模企業

においてその比率が高いことである｡

表 10 生産基盤を支える要因 (従業員規模別)

ハ∵ 10--29人 30--49人 50-99人100-299人 300-999人 lOW 人以 上 三一

従業Aの軌捷度やHb'.高い 9 3 lO 5 0 I 28(15.7%)

バーT..市約着IEどの珪金の安い従業Ei 0 0 0 0 0 0 0(a.03)

封品の開先を行う仕的I) I 3 6 13 9 2 37(20.8ヌ)

放牧の尋入 10 7 5 5 4 3 34(19.1%)

工程管理.作業コスト1 ウ1/ 5 3 5 5 2 0 20(IL2S)

取引先との長いおつきあい 16 16 15 6 2 1 56(31.5%)

(3) 現在直面している問題点は何か

それでは､地域企業が現在直面 している問題点

は何であろうか｡第3順位まで尋ねた結果をグラ

フに示すと図7となる｡業種別にみた結果は表11

表11 現在直面している問題点 (業種別)

図7 現在直面している問題点

製.冒.がt多種中止とfL:り工
程管PRがうまくいかない

仕叫の丘がf='んだん沌少
してきている

別品工程の自動化･践抹
化rこついていけTrい

円高IJ:どにより製品価格
の引きTげ要求が厳しい

土地･交通などの立地条
件が悪い

従実ElのtL齢化などに上
もfi的旺 ド

取引先からの瓜田の指皮
要求ILどが叔しい

独白の製品をもっていな
いので錯けが少ない

納期が短くなり厳しくな
ってきた

取引先からの受注が不安
定

抜雪に役立つ捕鞭が不足
している

宍金調達力が弱い

その他

企業数

0 20 1̀0 60 80 100 120

に示す｡

最も比率が高いのは､ ｢円高などにより製品価

格の引き下げ要求が厳しい｣ とするものであり､

調査時点 (昭和61年9月)の状況をよく物語って

いる｡すでに述べたように､当圏域は最終生産物

としての直接輸出する企業が少ないとしても､部

品として間接的に輸出している企業が多いO当然､

(第 1順位 )

業 種 食料品 龍 雄 木工 . 鉄 鋼 . 金 属 一 般 電 気 輸 送 精 密 プラスチ その他 計
内 容 木 材 非 鉄 横 桟 扶 接 汝 棟 攻 枕 ツク加工

製品が多種小量 とな り工程管理が うまくいかない 5 2 1 0 0 2 3 2 0 1 5 21(12.5%)

仕事の畳がだんだん接少してきている ~ 0 3 2 4 5 5 5 2 5 2 8 41(24.4ヲ7.)

製造工程の自動化 .畿械化についていけない 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 3(1.8プ芸)

円高などにより製品価格の引き下げ要求が鼓 しい 0 1 0 2 3 4 26 9 ll 8 2 l66(39.370)

土地 .交通などの立地条件が悪い 2 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 5(3.07.)

従業員の高齢化などによる質的低下 4 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 7(4.2%)

取引先からの晶質の精度要求などが厳 しい 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 3(1.870)

独自の製品を もっていないので儲けが少ない 1 1 0 0 0 2 2 1 0 0 0 7(4.2%)

納期が短か くな り厳 しくなってきた 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 3 4(2.47.)

取引先からの受注が不安定 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 3 7(4.27乙)

経営に役立つ情報が不足している 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 lL(0.67.)

資金調達力が弱い 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1(0.6%)

旺) 無回答があるので合計が 178社 とはならない (以下の国表について も同様であ る)｡
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それらに密接に関連する業種- 電機､輸送横桟､

精密､プラスチック加工など- ほ円高問題が当

面の重要課題になっている｡

さて､ 2番目は ｢仕事の量がだんだん減少して

きている｣ というものである｡この問題に直面し

ている業種 としてほ､一つには絞経､木工などの

軽工業であ り､後進国に席を譲 りつつある分野で

ある｡他は､鉄鋼 ･非鉄､金属などの重厚長大産

業に関するもので､産業構造転換の波を受けてい

る分野である｡

紙幅の都合で従業員規模別の結果は省略するが､

仕事の量が減少して困ると答えた企業は､小規模

なものほど多い｡つまり､小規模企業ほど受注量

が減少する傾向があり､今後零細な企業が生き残

ることの厳 しさを示唆している0

3番目は ｢製品が多種小量となり工程管理がう

まくいかない｣とするものであり､最近の製品の

多様化と少ないロット管理に企業が悩んでいるこ

とがわかる｡

以下､目立ったものとして､ ｢取引先からの受

注が不安定である｣､ ｢納期が短 く厳しくなって

きた｣､ ｢独自の製品をもっていないのでもうけ

が少ない｣があり､この点も地域企業の大きな問

題となっている｡

取引先からの受注の不安定さは､ときとしてそ

の企業の存立基盤を揺がしかねない問題である｡

経営名の問でも､ ｢取引先はできれば集中し効率

よくしたい｣とする経営者と､ ｢いや､できれば

分散して リスクを避けたい｣とする経営者の意見

の不一致がみられ､受注の安定的確保に腐心して

いる様子がうかがえた｡どちらの意見が妥当であ

るかは一概に言えないが､この問題の本質は､つ

まるところ取引先とどの程度信頼関係を築けるか､

そのためにはどのような経営努力をしなければな

らないかに依存している｡

また､納期が短期間で厳しさを増 していること

は､円高によるディスインフレ (物価下落)と無

縁ではない｡つまり､企業はできるだけ在庫は持

たないようにして､製品を早 く売ってしまおうと

する｡ したがって､下請先などには極力短い納期

を要求するようになる｡この傾向は､ディスイン

フレが続 く限 り厳しくなるであろう｡そして､そ

れに対応できない企業は生き残ることがむづかし

くなっていくと考えられる｡

4.地域企業の過去5年間の推移

(1) 地域企業が最も力を入れた点は何か

企業が過去 5年間で最も力を入れた点は何か｡

第3順位まで尋ねてみた｡その結果を図8に示す｡

第 1順位と第3順位まで含めたものでは､若干回

答順位が異なるが､とくに多かったものは､ ｢製

品の品質 ･精度の向上｣ ｢自前の新製品の開発｣

｢製造工程の自動化 ･横桟化｣ ｢高付加価値製品

-の移行｣ ｢製品コストの引き下げ｣であるO

もちろん､それらの目標は相互に密接に関連 し

ている｡たとえは､自前の新製品の開発は､高付

加価値製品-つながるものであるし,自動化 ･機

械化は製品コストの引き下げにつながっている｡

その点ほともか く､最近の地域企業の力点が､技

術的向上を基軸におかれていることは明らかであ

る｡

図8 5年間で最も力を入れた点

企業数

0 20 40 60 80 100

自前の新製品の開先

IfJ'付加ld依製品-の移行

製品の品質 ･柄度の向上

製品コス トの引き下げ

納期の正確化や籍期化

集注造工投の自動化 ･抜放
化

従業員のパー ト化などに
よる人件穴のLE指

製造工程における段収改
善 ･レイアウトの変更

販売机孤の弘化

ilJ'切開発力の強化

桁報収張と活m強化

その他

-23-



それに反し, ｢販売組織の強化｣｢市場開発力

の強化｣をあげた企業が意外と少ないのは､すで

に指摘 したように､当圏域では最終生産物を自分

のブランドで販売 している企業が少ないことによ

る｡また､ ｢情報収集と活用強化｣もほとんどみ

られない｡この点も地域企業の特徴であるかもし

れないが､事業がむずかしくなりつつある今日､

経営情報を積極的に活用する姿勢が求められるの

ではないか｡

さて､企業規模別､業種別の結果は紙幅の都合

で省略し､若干の注意点を述べておこう｡

まず､企業規模が大きいほど､ ｢自前の新製品

の開発｣ ｢高付加価値への移行｣への比率が高く

なる傾向がある｡つまり､自前の新製品を開発 し

高付加価値を生み出すためには､それなりの技術

力と資本が要求されるわけである.これに対 して､

｢製品の品質 ･精度の向上｣｢製品コストの引き

下げ｣｢製造工程の自動化 ･横桟化｣-の努力は､

企業規模にかかわ りたく多くみ うけられる｡また､

｢納期の正確化や短期化｣｢従業邑のパー ト化な

どによる人件費の圧縮｣などほ､小規模企業に多

くみうけら九､この点は小規模企業の立場を反映

したものとなっている｡

次に業種別にみると､ ｢自前の新製品の開発｣

｢高付加価値製品-の移行｣の回答率は､食料､

鞍経､電機､精密などで比較的高くなっているo

食料,給経で高いのは､最終生産物に関する企業

が多いものと考えられ､一方､電機､精密で多 く

みられるのは､部品から半完成品-､さらに完成

品の製造-と志向しているからであろう｡

｢製品の晶質 ･精度の向上｣｢製品コストの引

き下げ｣｢製造工程の自動化 ･機械化｣-の努力

は､すべての業種で比較的均等にみられる｡規模

別の結果との点も考慮すると､これら-の努力は

企業規模､業種にそれほど偏 りなく､企業が全般

的に行っている｡

また､ ｢従業員のパート化などによる人件費の

圧縮｣をあげる企業は､食料､給経､木工に若干

みられる程度である｡これらの分野は労働集約的

な生産方法に依らざるをえないからであろう｡た

だ､NICSなどの賃金がわが国の数分の 1程度

であることを考えれば､これらの分野はますます

苦 しくなりそうである｡

(2) 技術開発にどのような努力をしたか

高技術が進展する中で､地域企業は技術開発に

どのような努力をしたかを尋ねてみた｡その結果

を第2順位まで図9に示す｡

図9 5年間における技術開発の力点

技術開発費を大幅に増や
しJこ

研究 ･技術者を増やした

研究開発許 ･技術者の両
方を増やした

新たな研究阻技を設置し
氏

とくに力を入れたことは
なかった

下請けなのでそのような
余地がない

そ の 他

企業数

0 10 20 30 40 50 60

最も回答が多いのは ｢研究 ･技術者を増やした｣

であり､以下 ｢研究開発費 ･技術者の両方を増や

した｣｢研究開発費を大幅に増やした｣｢新たな

研究組成を設置 した｣の順になっている｡浅間テ

クノポリス構想においては､自主技術開発型の企

業の育成を目指 しているが､そのためには､当然

のこととして研究 ･技術者を増や し､開発費用を

投じなければならない｡当圏域では､後に詳述す

るように､かなり自主技術開発が進んでおり､企

業の研究開発-の意欲は旺盛である｡

その一方で､ ｢とくに力を入れたことはなかっ

た｣ ｢下請けなのでそのような余地はない｣との

回答もかなりみられ､地域企業における技術開発

の二極分化- 研究開発型に脱皮していく企業が

ある一方で､他に下請けた専念する企業の存在-

-が現まっ九ているようである.

技術開発の力点を従業員規模別にみると､研究

･技術者や研究開発費を積極的に増加している企

業は､予想されるように､大規模企業で多くなっ
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ている｡また､注目すべきことは､従業員30-99

人の地方中堅企業で新たな研究組織を設置する動

きがみられたことであり､そのような企業の中か

ら自主技術開発型企業が育っていくのではないかQ

逆に､ ｢とくに力を入れたことはなかった｣｢下

請けなのでそのような余地はない｣とする回答比

率は､これまた当然であるが､小規模企業ほど高

くなっている｡

(3) コスト低減はどのようになされたか

製品コストの低減-の努力は､地域企業が生き

残るための最も重要な条件である｡ ｢品質 ･精度

はあた りまえ｣ ｢納期もあた りまえ｣といわれる

最近の状況にあってほ､最後に決め手になる要素

は如何に他社より安 く供給できるかである｡ しか

も､円高デフレが進む中にあってほ､コスト低減

-の圧力はますます強まるであろう｡

まず､過去 5年間におけるコスト低減の有無を

尋ねた結果を表12に示す (従業員規模別)｡ この

表からわかるように､ ｢コスト低減があった｣と

答えた企業は､全体の75.3%に達 している｡反面､

｢なかった｣と答えた企業は､わずか11.8%にす

ぎない｡全国的調査と比較しても､ ｢ある｣と答

えた企業の割合は24ポイントも上回っており､当

圏域企業の努力がうかがえる｡

規模別にみると､コスト低減のあった企業比率

は､規模が大きくなるほど高くなる傾向にあるO

このことは､次節で述べる自動化 ･機械化に関係

する.つまり､大規模企業ほど資金的に製造工程

の自動化 ･椀械化が可能であり､コスト低減が生

じやすいのである｡その一方で､ ｢コスト低減は

なかった｣ ｢どちらともいえない｣は小規模企業

ほど高い比率になっている｡

表12 5年間におけるコスト低減の有無
(従業員規模別)

IlttJ10-23人 30-49人 50-99̂ loo-299人 300-999人 1000人以 上 汁

コス トの低さ如iなかった 10 3 3 2 I 1 20(ll.8%)

コス トの低強があった 24 22 32 28 16 6 128(75.3芳)

次に､コスト低減の理由について第 2順位まで

尋ねてみた｡その結果を図10に示す｡その理由で

一番多いものは､先に触れた ｢自動化 ･機械化に

よる製造経費の圧縮｣であり､第 1順位で約半数

の企業がこの理由をあげている｡今後､製造工程

の機械化はさらに進み､最終的にはCAD/CAM
システムの方向-と進展していくであろう｡

2番目に多いものが ｢原材料費の圧縮｣であり､

これは企業規模にかかわらずみられる｡とくに､

円高デフレが進行している状況では､原材料費の

圧縮によるコスト低減が一層進むであろう｡もっ

とも､その一方で受注先からの製品引き下げ要求

がますます厳しくなるから､企業はなかなか楽に

ならないであろうが｡

3番目は ｢人件費などの労務コストの圧縮｣で

あるが､その比率は過去 5年間ではそれほど大き

くほない｡ しかし､これからはそ うほい'かない｡

このままの円高が進むとすれば､わが国の賃金水

準はアメリカと同じ水準となり､NICSの5-

6倍である｡当然､国際化の進展と共に､製品価

格の引き下げ圧力を通じて賃金の引き下げ圧力が

一層強くなる｡事実､多 くの地域企業の経営者は､

今後賃金の引き上げは非常に困難であると語って

いる｡

｢一般管理費用の圧縮｣を理由にあげた企業は

若干あったが､ ｢営業などの販売管理コストの引

図10 コスト低減の理由 企業数

0 20 40 60 80 100

人件費などの労務コス
トの圧縮

原材料費 (直接材料 ･
部品など)の圧点

自動化 ･扱枝化などに
よる製造経費の圧縮

一般管理費 (冶務など
の事務費用)の圧縮

営業などの販売管理コ
ス トの圧縮
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き下げ｣をあげたものはほとんどなかった｡この

ことは､生産過剰体質のわが国にあって､売るこ

とのむづか しさと重要性を示 している｡

(4) 自動化 ･較械化はどのような理由でなされた

か

すでにみたように､地域企業においても自動化

･機械化が急速に進行しており､その役割は今後

ますます重要になることを示唆 した｡そこで､も

う一歩突っ込んで､過去 5年間の役割を考察し､

将来展望の材料としよう｡

まず､製造工程の自動化 ･機械化の有無を従業

員規模別に示すと表13になる｡ ｢行った｣と答え

た企業は全体の81.9%であり､非常に高い数値に

なっている｡業種別では､機械や電機などの加工

組立型の分野で多くなっている｡

一方､ ｢行わなかった｣とする企業は14%であ

り､企業規模が小さいほど高い比率になっている｡

業種的には､綾経､木工などの自動化しにくい分

野で多 くなっている｡注意すべき点は､ ｢もとも

と自動化の必要はない｣ とする企業比率は3%に

すぎない｡つまり､業種を問わず､ほとんどの分

野で製造工程の自動化が可能であることを示 して

いる｡

表 13 5年間における製造工程の自動化･
機械化の有無

.∴…10--29人 30--49人 50-99人 100-299人 300一一999人 1000人以 上 汁

行 わ fJ: I.. ll 5 Jl 2 1 1 21(14.0茅)

行 っ た 27 25 37 29 16 6 l∠=)(81.9%)

もともと自動化 0 2 0 0 0 0 2(I,2%)

次に､自動化 ･機械化の理由であるが､第 2順

位までの結果を図11に示す｡最も多い理由が､｢製

品の品質 ･精度を上げるため｣ ｢製品コストの低

減を図るため｣であり,この二つの理由でほとん

どを占めている｡この事実は､すでに述べたよう

に､企業の存立の重要な要素として､製品の品質

･精度の良さとコストの低さがあることに符合す

る｡

3番目の理由として, ｢人手不足のため導入 し

た｣があるけれども､この点は過去 5年間におけ
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る当圏域の労働事情が､中小零細企業を中心に逼

迫していたことに関係する｡今後､自動化が進む

中で労働事情がどのように変化するか､この点は

地域経済の重要な課題である｡

図11 自動機などを導入Lた理由

人手不足のため前人L
f二

矧FJ.のUT,TI･矧空を上
げ るため

軌rJ-コストの托城を図
7JIこ.Yl

従某月の危険を稲城す
るため

注文が多くなってきた

ため

特殊加工が必要とIZつ
た:fこLVL7

そ の 他

企業数

0 20 40 60 80 100

4.地域企業の将来展望

(1) 経営者は中長期的にみて不安を感じているか

さて､重要なことは､将来に向けての企業経

営の展望である｡そこで､中長期 (5- 】0年)的

将来について､自社の存立基盤に不安を感じてい

るか否かを経営者に尋ねた｡その結果を従業員規

模別 ･創業年別､業種別に表 14､表 15に示す｡

衰からもわかるように､全体として ｢全 く不安

を感じていない｣とする企業は9.4%にすぎず,

｢時々不安に感じることがある｣が48.2%､ ｢不

安を感じている｣が32.2%に及んでいる｡つまり､

約86%の企業経営者が自社の将来の存立に不安を

もっているわけであり､現在地域企業がおかれて

いる状況をよく表わしている｡

このような数字になった背景は､もちろん､昭

和60年秋からの急速な円高による不況にある｡も

し､本調査が 2年く･らい前に行われていたら､結



表 14 中長期的将来における存立基盤への不安の有無 (従業員､創業年別)

不安の有無 従 業 員 規 模 別 創 業 年 別 計10-29人30-49̂ 50--99人loo- 300- 1000人 昭和19 昭和20 昭和30 昭和40 昭 和 ∽
299人 999人 以 上 年以前 年 代 年 代 年 代 年代以後

全く不安を感じていない 1 3 2 4 3 3 3 3 2 7 1 16(9.4%)

時々不安を感じることがある 17 19 27 18 9 2 15 19 23 23 12 92(53.8%)

不安に感 じている 23 9 8 10 3 2 12 12 14 7 10 55(㍊_2%)

わからない 0 1 4 1 2 0 3 1 1 3 0 8(4ー7ヲg)

表15 中長期的将来における存立基盤への不安の有無 (業種割)

菜種 食料品 殺 推 木 工 . 鉄 鋼. 金 属 一 般 電 気 輸 送 精 密 プラスチ その他不安の有無 木 材 非 鉄 横 桟 板 械 槙 枕 機 械 ツク加工

全く不安を感じていな い 2 0 1 .0 1 0 6 1 3 0 2

時々不安を感じることがある 9 3 0 3 -6 ll 16 13 7 8 16

不安に感じている 2 4 3 3 3 3 18 4 6 3 6

}つからない 0 0 0 1 0 1 3 0 1 1 1

具は大きく異っていたはずである｡当時の経営者

は,もっと楽観的であった し､かなりバラ色の未

来を措いていた｡これほど今日の経済変動は激 し

いのである｡

規模別にみると､将来に不安を感じている企業

比率は､当然のことながら小規模なほど高 くなっ

ている｡もちろん､小規模でも､不安を感じてい

ないとする企業もあり､この点は規模だけの問題

ではない｡

創業年別にみると､創立が50年以後のような若

い企業に不安を感じている回答比率が若干高いが､

全体としてみるとそれほど極端に表われていない｡

社歴が長 く経営資源 ･資金の蓄積のある企業は､

不安を感じる比率が低いと思われがちであるが､

激変する今日の経済環量にあってほ､この点はあ

まり関係がなさそうである｡つまり､社歴の長い

名門企業でも､ぼやぼや していると､あっという

間に存立基盤が危くなるほど時代の潮流は速い｡

業種別にみると､すべての業種に不安を感じて

いる企業が分散している｡これだけのサンプル数

では､はっきりしたことはいえないが､路経､木

工､鉄鋼 ･非鉄､横桟､プラスチックの業種で不

安感が強 く､比較的明るい業種は､電機､精密接

枕のような高技術に関する分野といえるかもしれ

ない｡

次に,存立基盤に不安を感じている理由につい

て､第 2順位まで尋ねたoその結果を図12に示す｡

また､第 1順位について､従業員規模別の結果を

表 16に示す｡

不安の最大の理由は､ ｢今の仕事量が少なくな

っていくと思うから｣であり､この点はすでに述

べた現在困まっている大きな理由でもあった (図

7)｡ 地域企業の経営者は､将来の仕事確保の見

通 しにかなり厳 しい判断をしているわけである｡

2番目は､ ｢円高などの国際化の波に対応でき

ないから｣の理由であり､この問題が将来も大き

な影響を与えると経営老は予想 している｡以下､

｢製品の開発競争に追いつけないなら｣｢製品コ

ストの引き下げ競争に勝てないから｣と続 くが､

このことはわが国の技術開発競争と受注競争の激

しさを物語っている｡それに続 く ｢従業員の高齢

化など人的な質の低下から｣という回答は､わが

国の高齢者労働力の増加と深 くかかわっており､

今後社会全体の大きな課題となろう｡

規模別では､ ｢円高などの国際化の波に対応で

きないから｣ ｢製品の開発競争に勝てないから｣
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とい うような理由は､規模の大小にかかiっらず生

じている問題である｡ また､ ｢従業員の高齢化な

どの人的な質の低下か ら｣とい う回答は､小規模

企業ほど目立つが､ この点は小規模なはど若年労

働力の採用がむづか しく､従業員が高齢化 してい

ることに関係 している｡

業種別にみると､ ｢円高などの国際化の波に対

応できないから｣ ｢コストの引き下げ競争に勝て

ないから｣ とい う回答は､電機などの加工組立型

業種に多 くみられる｡ また､ ｢今の仕事量が少な

図12 存立基盤に不安を感じる理由

今の仕事量が少なくな
っていくと思うから

製品開発競争に追いつ
けないから

円高などの国際化の波
に対応できないから

製品コストの引き下げ
茂争に勝てfJ:いから

従某月の高齢化など人
的な質の低下から

今の立地条件が悪いか
ら

資金調達力が弱いから

その他

企業数

0 20 40 60 80 100

_表16 存立基盤に不安を感じる理由(従業員規模別)

,㍗ l0-29̂ 30-49̂ 50-tJ9̂ 100-2LJ9人300-999人 1000人= 汁

なくfEつていく 24 1.1 12 ll 2 0 63(Ll2_9%)

ら 3 5 4 7 0 1 20(13_6ヌ)

きILいから Ll 4 9 7 Jl 1 29(l9.7茅)

でIL:いから 1 3 6 2 2 0 14(9.5%)

放下から 5 2 3 0 2 0 12(Br2%)

今の⊥恋いカ地条件がら 0 0 0 0 0 0 0(0.0%)

資金調達力b'.17gいから 1 0 1 0 0 0 2(I.Jl%)
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くなってい くと思 うか ら｣は､業種にかかわらず

全般的にみられ るが､紡経､木工､鉄鋼 ･非鉄な

どで目立ってお り､長期的に低落傾向にある業種

といえよう｡

(2) 企業はどのような生き残 り戦略を考 えている

のか

企業が生き残 り発展するための重要な戦略は何

か｡第 3順位まで尋ねた結果を図13に示す｡

最 も重要 と考えている戦略は､ ｢技術開発によ

る高付加価値製品の創造｣である｡つまり､技術

開発を背景にした新製品や独自の製品を開発 して､

付加価値生産性を高めようとす る努力である｡多

くの経営者が語っているように､同 じものを生産

し続け ると､出荷価格がだんだん下が り､儲けが

出るどころか､採算にも合わな くなって くる｡ ど

うしても新製品か､製品の差別化を行って少 しで

も儲かるものを作らなければ､企業はじり貧にな

ってしまうCそのためには､何 といっても技術が

必要である｡

図13 生き抜t)発展するための重要な企業戦時
企業数

`0 20 40 60 80 100 120

技術開発f=よる高付加価値製
品の創造

製造工程の自動化などによる
製品コストの引き下げ

もっと利益があがりそうな分
野-進出する

日本国内でもっと立地条件の
よい所へ移転する

国内では限界があるので生産
拠点を海外に移す

J{-トなどの低賃金労働者に
よってコストを引き下げろ

販売組箔･市場開発壊能を強
化する

製品の品質･精度を一層高め
ち

資金調達力の強化

取引先(受注先)の分散や集
中

その他



次に重要視されている戦略は､ ｢製造工程の自

動化などによる製品コストの引き下げ｣である｡

すでに指摘 したように､自動化の大きな目的は製

品コストの引き下げにあり､円高によって製品価

格が下落 しつつある状況においてほ､受注を得る

ための最も重要な要素である｡国際的にみて極め

て高水準になった賃金水準をカバーするためには､

自動化 ･省力化によって生産効率をあげ､コスト

を引き下げる以外に道はない｡この努力は､製造

工程がCAD/CAM化されるまで続けられるで

あろうが､そのためには生産システムの変革や､

社員教育など越えなければならない課題がある｡

以下､企業が重要視 している戦略は､ ｢販売組

綴 ･市場開発機能を強化する｣ ｢製品の品質 ･精

度を一層高める｣ ｢もっと利益が上が りそうな分

野に進出する｣ ｢取引先の分散や集中｣の順であ

る｡このうち､販売粗放 ･市場開発枚能の強化は､

すでに触れたように､作ることより売ることがむ

ずか しい時代においては､当然の戦略といえよう｡

製品の品質 ･精度を高める点についても､多くの

企業の存立基盤がここにあるとしている以上当然

であるが､回答比率が意外に低いのは､企業戦略

として､企業は今後品質 ･精度だけでは成 り立た

ないとみているからである｡

｢もっと利益が上がりそうな分野に進出する｣

は､企業の業態変化というか､多角化戦略といえ

る｡今日は業態革新の時代といわれ､企業は業種

の垣根を越えて数 しく競争している｡地域企業と

いえども､産業構造の変化と共に､業態変化の嵐

にまき込まれていくであろう｡

一方､意外と少ない戦略は､ ｢国内では限界が

あるので､生産拠点を海外-移す｣というもので

ある｡このことは､当圏域が地理的に内陸にある

ことにも起因しているが､地域企業の多くは､資

本力や人的資源からいっても､海外へなどにとて

も出ていける状況にない｡したがって､親企業の

大企業が海外に移転することによるダメージは､

今後ますます深刻化する危快がある｡

そもそも､円高などによって企業が海外に出て

いくことは､企業の論理､資本の論理としては妥

当である｡ しかし､地域の経済や社会からみれば､

企業の海外移転は地域に貢献するものではない｡

たとえ地域エゴといわれようと､地域の人々に職

を与え､所得を保証することこそ､地域社会の安

定化と豊かさの源泉であるO

さて､企業の戦略を業種別にみた場合､ ｢技術

開発による高付加価値製品の創造｣の回答比率が

高い業種は､電機､精密であり､この分野では高

技術新製品-の開発が重要な戦略になっているこ

とを示す｡

｢製造工程の自動化などによる製品コストの引i

き下げ｣の比率が高い業種は､鉄鋼 ･非鉄､輸送

楼拭､プラスチック加工などであり､主として部

品を供給 している企業にみられる｡また､食料や

木工のように最終製品を生産 している企業では､

高付加価値製品-の志向と販売組織の強化が重要

な戦略になっており,業種によってかな り戦略が

異なっている｡

(3) 自主技術開発型企業への脱皮は可能か

浅間テクノポリス構想においては､地域企業

の自主技術開発型企業-の脱皮を目指 している｡

本研究においてほ､そのような目標はよいとして

も､下請けが多い地域企業においては､現実の問

題としてむずかしい面があるのではないかと思わ

れた｡そこで､自主技術開発型 (自社で新製品を

開発 した り設計 したものを主体的に生産する)企

業であるか否か､将来そのような企業になれるか

どうかを尋ねてみた｡

従業員規模別と業種別の結果をそれぞれ表 17､

表18に示す｡表からわかるように､現在でも ｢自

主技術開発型企業だと思っている｣の比率は32･4

%､ ｢現在は違 うが将来は開発型企業になると思

う｣が32.9%､｢将来とも開発型企業になるのは

無理だと思 う｣が19.7%となっている｡つまり､

__二 二 t∴ ∴ ∴ 二:: ---_:--_-I
けである｡

この数字が大きいか小さいかは､本調査に回答

を寄せなかった企業も含めて考えなければ何とも

いえないo Lか し､相当数の企業が開発型あるい

は将来そうなると思っており､当圏域の技術水薬

の高さを物語っている｡

企業規模別にみると､当然のことながら現在で

も自主開発型と答えている比率は､大規模になる

ほど高くなる｡反面､ ｢無理だと思 う｣や ｢わか
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蓑17 自主技術開発型企業の可能性 (従業員規模別)

従業員数内容 10-29人 30-49人 50-99人 100-299̂ 300-999人 1000人以上 汁

現在でも自主技術開発型企業だ と思っている 5 5 16 14 ll 5 56(32.4d'p)

現在は違 うが将来は開発型企業になると思 う 10 ll 16 12 6 2 57(32_9%)

将来 とも開発企業になるのは無理だと思 う 13 12 5 4 0 0 34(19.7%)

iつか らない 13 4 3 5 0 0 25(14.5%)

表18 自主技術開発型企業の可能性 (業種割)

業種 食料品 扱 経 木工 . 鉄鋼. 金 属 一 般 電 気 輸 送 精 密 ブラスチ その他内容 木 材 非 鉄 較 械 機 械 横 桟 槙 械 ツク加工

現在でも自主技術開発型企業だと思っている 9 1 0 2 1 5 17 3 7 2 9

現在は違 うが将来は開発型企業になると思 う 1 2 1 2 5 3 15 8 7 3 10

将来 とも開発型企業になるのは無理だと思 う 0 1 3 2 3 4 9 4 2 6 0
iつか らない 2 2 3 1 4 1 2 2 1 1 6

らない｣と回答 した企業は､小規模になるほど多

くなっている｡やはり､経営規模の問題が大きく

左右 している｡

業種別にみると､これだけのサンプル数では明

確たことはいえないが､開発型であると思ってい

る比率の高い業種は､一つは食料である｡この理

由は､最終製品を作っている比率が高く､かつ製

品の差別化が しやすい分野であるからであろう｡

他は､電機､精密のような業種であり､高技術に

支えられた加工組立型の分野である｡

さて､自主技術開発型企業になれない理由が重

要であると考え､その理由を第 2順位まで尋ねて

みた｡その結果が図14である｡一番多い理由が､

｢そのような技術力や技術者がいないから｣であ

り､二番目が ｢技術開発は行いたいが資金がない｣

が続 く｡また､ ｢下請けのためそのような考えは

もともとない｣｢そのような技術を開発する余地

がない｣｢技術開発は可能であるがコスト面で合

わない｣のような理由があり､地域企業の現実の

一断面をみせている｡中小企業が多い地域経済に

あって､自主技術開発型企業を目指すことは容易

ではない. しかし､21世紀に向けて生き残 り発展

するためにほ､たとえ微力であっても常に前進す
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る姿勢が求められている｡そ うでなければ､激変

する経済環境の大波に呑まれてしまう危快がある.

次に､自主開発型企業であるか否かという点と､

他社に比較 して優れている点 (蓑 9)との関係を

とってみよう｡その結果が表19であるOこの表か

図14 自由技術開発型企業になれない理由
企業数

0 10 20 30 40

そのような技術))や技
術名がない

技術開発は行いたいが
労金がない

下請けのためそのよう
な考えはもともとない

そのような技術を開発
する余地がない

技術じtl充は可依である
がコストiTJlで介わない

そ の 他

⊂:::::コm ItTlけ

口 約2相的 まで



表19 自主技術開発企業と自社の優れている点との関係

自社の優れ{二点 製品価格や 製品の晶質 .独自の製品を 納期の正確さ 市場開拓力 組総力がある そ の 他
自主技術開発型 工賃が安い 精度が良い もっている 短い納期 がある

現在で も自主技術開発型企業だと思っている 0 21 27 2 1 3 2

現在は違うが将来は開発型企業になると思 う 4 26 10 ll 2 2 2

将来とも開発型企業になるのは無理だと思う 2 20 2 I 1 0 2

わからない 2 10 4 I 0 2 0

表20 自主技術開発企業と過去5年間の技術開発の力点との関係

技術開発の力点 技術開発焚七大 研究 .技術者 新たな研究鼠 そ の 他
自主技術開発型 眼に増やした を増やした 両方を増やした鼓を設置した の余地がTIい

現在でも自主技術開発型企業だと思っている ll 17 17 4 4 1 2

現在は違 うが将来は開発型企菜になると思う 5 15 ll 5 8 5 5

将来とも開発型企業になるのは無理だと思う 1 7 0 1 14 8 1

わからない 1 4 2 0 10 4 2

¢⇒ 無回答部分があるので表 19の合計値 とは異なる.

らわかるように､開発型と回答 した企業には､や

ほ り ｢独自の製品をもっている｣ものが多 く､次

は ｢製品の品質 ･精度が良い｣というものである｡

反面､ ｢製品価格や工賃が安い｣ことや ｢納期の

正確さ､短い納期｣の回答はほとんどなく､開発

型企業はそれらをあまり売 りものにしていない｡

将来は開発型になると回答 した企業には､現在

｢製品の品質 ･精度が良い｣と思っているものが

一番多 く､次に ｢納期の正確さ､短い納期｣ ｢独

自の製品をもっている｣の順になっている｡現在

でも開発型だと答えている企業に比較すれば､独

自の製品をもっている回答比率はぐっと少なくな

っている｡

将来 とも開発型は無理であると答えた企業には､

｢製品の品質 ･精度が良い｣ と思っている企業が

最も多 く､約60%にのはっている｡次に多いもの

が ｢納期の正確さ､短い納期｣の回答である｡さ

すがに､ ｢独自の製品をもっている｣と答えた企

業はあまりない｡

このような考察から､次のことがわかる｡自主

技術開発型企業であるためには､やはり独自の製

品をもつことが最も重要な条件であり､製品の品

質 ･精度や納期の正確さは必ず しもその条件では

ない｡つまり､今日のように技術 レベルが上って

いる状況にあっては､品質 ･精度は当然のことと

して要求され､納期もあた りまえになっている｡

逆に､下請け企業などは､部品などの精度を高

めた り､休日を返上 してでも納期に間に合iっせる､

というような点を売 りものにせざるをえないが､

それは必ず しも高い付加価値を生み出すものでは

ない｡付加価値を生み出す最大の条件は､他社に

ない独自の製品であり､それを可能にする技術開

発力である｡

そこで､自主開発型企業と技術開発への力点 (

図 9)の関係を調べてみよう｡その結果が表20で

ある｡表からわかるように､現在でも開発型だと

答えている企業の多くは､研究 ･技術者を増やし

た り､開発費 ･技術者の両方を増やした りしてい

る｡つまり､技術開発にヒト･カネを注ぎ込んで

いる｡

将来は開発型企業になると考えている企業も､

研究 ･技術者や開発費を増やしているところが多

いが､ ｢とくに力を入れたことはなかった｣とい

う回答も多くなっている｡また､ ｢新たな研究組

成を設置 した｣と答えた企業が 5社あり､自主開

発型企業脱皮-の熱意がうかがえる｡
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反面､将来とも開発型になるのは無理と考えて

いる企業では､ ｢とくに力を入れたことがなかっ

た｣が最も多く､次いで ｢下請けなのでそのよう

な余地がない｣の順になっている｡

このように､地域企業では自主技術開発型を目

指すものと､下請で甘んずる企業の二極化がおこ

っているといえよう｡もちろん､すでに強調 した

ように､地域経済が志向すべき道は､自前の技術

をもった開発型企業の育成である｡

む す び

本稿は上田市における製造業の位置付けと存立

基盤を研究 し､あわせてその将来を展望 しようと

するものである｡そのためには､第 1に､上田市

の産業における製造業の役割と特徴を概観するこ

と,第 2に､個々の企業の存立構造を経営努力も

含めて分析することが重要であると考え､この 2

点を中心課題として論述 した｡

第 1の点に閃 し､上田市の第2次産業は､昭和

60年において全体の43% (就業人口比)を占めて

おり､全国の数字より10ポイントはど上回ってい

る｡ しかも､全国の第 2次産業の比率が横ばいで

推移 しているのに反し､上田市の場合はその比率

が上昇 しつづけており､電機､輸送機械､一般校

概等の加工組立業種を中心にいまだに集積が続い

ている｡

このような第2次産業-の特化傾向は､上田市

だけでなく､長野県についてもみられることであ

り､ある意味で地方経済の未成熟さを示すと同時

に､地方経済の宿命ともなっている｡わが国経済

のサービス化 ･ソフト化がいわれ､国際化が進展

するなかで 地域経済の第2次産業-の特化傾向

をどのように評価すべきか､というむずかしい問

題がある｡

確かに､ ｢モノ作 り｣という第 2次産業の比率

が高いことは､地方産業の未成熟さの表れであろ

うo Lかし､中央 (東京)とは異なり､商業 ･サ

ービス業 ･金融業等の力量が不足しており､それ

らが一人歩きできない地方経済にあってほ､実物

経済 (とくに製造業)が基盤を成 している｡ した
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がって､何らかの要因 (たとえば国際貿易摩擦や

円高)によって製造業が低迷すると､商業 ･サー

ビス業等の第 3次産業も低迷するという図式とな

るのであり､逆の図式ではない｡つまり､地方で

は第2次産業の確立と安定化こそ､地域の安定的

雇用と所得をもたらす原動力となる｡

中央のように中枢 (頭脳)部門をもたずに､そ

の手足となって生産部門を担っている地方経済の

構造は､地域に固有な宿命的なものであるが､こ

のことは地方経済の構造がこのままでよいことを

意味するわけではない｡頭脳部門のない生産形態

は､いずれ収益力の低下につなが り､企業の存続

を危くするからである｡つまり､地域企業におい

ても､研究開発能力や技術力を高め､付加価値生

産性の高い企業を育成する必要がある｡

第 2の点に関し,最も重要たことは地域企業の

存立基盤の考察である｡アンケー ト調査の結果に

よれは､地域企業の存立基盤を支える要素はさま

ざまであるが, 2つだけ上げれば､ ｢製品の品質

･精度｣､ ｢取 り引先との長いつきあい｣であり､

この点は､下請けが多く､地域に密着して存立し

ている地域企業の立場を物語っている｡

近年､地域企業を取 り巻く経営環境はますます

厳しくなっており､多くのむずか しい問題に直面

している｡主なものを上げれば､ ｢円高などによ

り製品価格の引下げ要求が厳 しい｣､ ｢仕事の量

がだんだん減少している｣､ ｢製品が多種少量と

なり工程管理がうまくいかない｣などであるが,

この点は円高や国際化による国内産業 (とくに地

方産業)の空洞化､消費形態の多様化による製品

の多種少量化現象と深くかかわっているO

さらに､地域企業の将来展望に関 しては､ほと

んど (約 9割)の企業は将来の存立に何らかの不

安を感じている｡その原因はやは り円高 ｡国際化

に伴 う地方経済の空洞化 ･構造変化を反映 したも

のであり､激変する経済環境にあって､各企業は

生き残 りをかけて苦闘している｡

現在､地域企業は生き残 り発展するためにさま

ざまな努力をしているが､その中で一番重要なこ

とは ｢技術 ･研究開発による高付加価値製品の創

造｣であろう｡ ｢品質 ･精度はあた りまえ｣､｢納

期の短期化と厳守もあた りまえ｣ といわれる今日

の状況にあっては､それだけを売 り物にしている



企業には､残 された手段は ｢コス ト引 き下げ｣ し

か道 はな くな ってい き､ 円高 等の進 行 にあって

は限 りない コス トダウンが求め られ､付加価値生

産 性は低下 し､ついには存立 さえ脅か され ること

にな りかね ない｡

これか らの地域企業が志 向すべ き道は､技術 ｡

研究開発に力を注 ぎ､ 自社独 自の製品 ･技術を も

ち､付加価値生産性を高めることである｡つ ま り､

浅間テ クノポ リス構想で も示 されてい るように､

｢自主技術開発型企業｣ の育成が求め られてお り､

この点 こそ地域経済発展のカギであろ う｡ したが

って､地域の開発政策に も新たな視点が求め られ

る.つ ま り､工場用地の造成 とい うような-- ド

面 中心 の政策か ら､地域が主体的に 自主技術開発

型企業を育成す るために､人材養成や研究開発較

能の強化な どの ソフ ト面に力点を置いた基盤整備

が要請 されてい る｡

〔付 記〕

太研究は文部省科学研究費補助金 (昭和61年度ー一

般研究B) の下に行われーさらに長野県商工部ー(財)

浅間テク/ポ1)ス開発槙横の協力を得た｡

【参照資料および文献〕

(1) 浅間テクノポリス開発棟構 ･21世紀の地域企業を

考える全編 ｢地域企業の課題と明日-の挑戦｣ (調

査事業報告書)ー昭和62年 4月｡太稿はこの塩告雷の

調査結果をもとに展開されている｡

(2)長野県 ･浅間テクノポリス推進協議全編 ｢浅間テ

クノポリス建設基太構想(秦)- 草の根技術が開く

21世紀-イランドテクノポリス｣ー昭和 60月4月｡

(3)長野県 ･浅間テクノポリス推進協議全編 ｢浅間テ

ク/ポリス開発構想(塞)｣ー昭和60年 8月｡

(4) 上田市 ･丸子町 ･東部町 ･坂城町編 ｢テレトピア

基太計画｣昭和60年 9月｡

(5) 長野県総務部情報統計課編 ｢長野県の工業｣ー昭

和60年からは r=業統計結果報告書｣と名称変更.

(6)長野県総務部情報統計課編 ｢長野県鉱工業指数｣ー

昭和50-60年｡

(7)長野県編 ｢長野県統計書｣昭和50-59年｡

(8) 上田市総務部企画課編 ｢上田市の統計｣昭和50-

61年｡

(9) 日太銀行 ｢全国企業短期経済観測調査｣によるとー

60年度輸出比率が20D/O以上の輸送横根一括密接械ー

電放校拭ー一般校枕ー鉄鋼,造船の6業種を輸出型

製造業とLt他の業種を内需型製造業としている｡

80) 亀山直幸編 F技術革新下の中小企業 』 (日太労働

協会)ー昭和60年 6月｡

帥 中央大学経済研究所編FME技術革新下の下請工

業と農村変貌 』 (中央大学出版部)ー昭和60年12月｡

担 野口祐編 F先端技術と地場産業 』 (目太経済評論

社).昭和61年 2月.

〔参考資料〕
調 査 票 (質問事項)

1 貴社の概要についてお答え くだ さい

企 業 名

frl-AJ也体il) 孤

賢 太 金 i.500万円末Fhftj. 2_500-J.000万円末湘3.1.000-3,000万r1】未満
4,3.000-5.000万円末跳
5.5,000万一一ト ltaTl1 6.1位rr】以上

従 業 員数 1.10-29人 2.30-49人 3.50-99人
4.100-299人 5.300-999人 6.1.000-

年riT]売上高 1.5.000万円未満 2.5,000万rFLltffaFl]未満3.1- 3位円未満 4,3- 10倍円未HJS.
5.10-r'OtTiF11末粥 6.50t馴1ト

創 業 年 1.昭和19年uiifJ- 2.n(和一20'LL二代
3.昭和30JJF-代 4.昭和401r-代 5,TTlJJ利50年代

菜 抑 1.食料tTFJ 2.紙緋 3.木1二 LI,鉄鋼.非鉄5,金A.ji Gー--舶糊代 7.TLZ'j式機械
8_輸送機械 9.fI.碓機械
10.その他( )

業 態 1.日iLじFl発5y.luの殆どはr_llLnで一作 一店 している

2.他祉からの受lLt'.乙の殆どはEliL内で-rr/JI並
している
3.自社r}t】禿製品の殆どはド請け利川J-I三露している

JI.他祉からの受払T.)の殆どは下.VJ=行刑川生産している
5.その他( )

経 営 者 I.創業者 2.別業老と.lrLL矧 1iーかこある後挑老3.創業者のjII,;同維プ:ii;-
(ぢ且 在) 4,創業者と血緑l文一係がない

Ⅱ 貴社の現状について

間1. 販売面からみて貴社が他社に比べ特にすぐれて

いる点は何ですか (一つのみ)

1. 製品価格や工賃が安い

2.製品の品質 ･精度が良い

3.独自の製品をもっている

4.納期の正確さ･短い納期

5.市場開拓力がある
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6.組絃力がある

7. その他 ( )

問2.他社に比較して劣っている点は何ですか (一つ

のみ)

1.製品価格や工賃が高い

I 2.製品の品質 i精度が悪い

3. 独白の製品をもっていない

4.納期の不正確さー長い納期

5. 組成力が弱い

6. その他 ( )

間3. 貴社の生産基盤を支えているものを矧 こ上げる

とすれば何ですか く一つのみ)

1.従業員の熟練度や質が高い

2.パート･高齢者などの賃金の安い従業員がいる

3.製品の開発を行 う技術力

4. 自動化 ･省力化楼枕の導入

5.工程管理 ･作業改善などの工夫によるコスト

ダウン技術

6.取引先との長いつきあい

7. その他 ( )

間4. 貴社が現在直面している問題点のうち特に困っ

ていることは何ですか (順位をつけて3つまで)

1. 製品が多種少量となり工程管理がうまくいか

ない

2.仕事の量がだんだん減少してきている

3.製造工程の自動化 ･校械化についていけない

4. 円高などにより製品価格の引き下げ要求が厳

しい

5.土地 ･交通など立地条件が悪い

6.従業員の高齢化などによる質的低下

7.取引先からの品質の精度要求などが厳しい

8. 独自の製品をもっていないのでもうけが少ない

9.納期が短くなり厳しくなってきた

10.取引先からの受注が不安定

11.経営に役立つ情報が不足している

12.資金調達力が弱い

13.その他 (

Ⅶ 貴社の過去 5年間の推移について

問1. 5年前の昭和55年に比較して､昭榔 年の貴社

の出荷額 (販売額)物価上昇を考慮して実質的に

増加しましたか (ただし､昭和55年以降に設立さ

れた企業は､その設立当初と比較して下さい)

1.非常に増加した

2.少し増加した

3. ほとんど変わらない

4.少し減少した

5.非常に減った

間2. 5年間で貴社が最も力をいれた点は何ですか

(第3順位まで)
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1. 自前の新製品の開発

2.高付加価値製品-の珍行

3.製品の品質 ･精度の向上

4.製品コストの引き下げ

5.納期の正確化や短期化

6.製造=程の自動化 ･楼械化

7.従業員のパート化などによる人件費の圧縮

8.製造工程における段取改善 ･レイアウトの変更

9. 販売組桟の強化

10.市場開発力の強化

11.情報収集と活用強化

12.その他 ( )

問3. 5年間で貴社でおこった変化であてはまるもの

を一つづつ上げて下さい

④ 5年前と同じ製品または拝似 した製品群の出

荷 (販売)増加はありましたか

1.ある 2.ない 3.どちらともいえない

⑧ 5年前と異なる製品群の出荷 (販売)増加は

ありましたか

1.ある 2.ない 3.どちらともいえない

◎ 他社にない独自の製品の出荷増加はありまし

たか

1.ある /2･ない 3･どちらともいえない

4.もともと独自の製品がない

◎ 高付加価値製品 (もうけの大きい製品)の出

荷増はあ りましたか

1.ある 2.ない 3.どちらともいえない

4.もともと高付加価値製品がない

⑤ 製品の品質 ･精度向上はありましたか

1.ある 2.なし､ 3. どちらともいえない

㊦ 納期の正確化 ･短期化はありましたか

1.ある 2.ない 3.どちらともいえない

眉)販売組織などの強化はあ りましたか

1.ある 2.ない 3.どちらともいえない

4.下請けなのでそのような組殿がもともとなし､

問4.過去5年間で技術開発にどのような力を入れま

したか (第2順位まで)

1.技術開発費を大幅に増やした

2.研究 ･技術者を増やした

3.研究開発費 ･技術者の両方を増やした

4, 新たな研究組織を設置した

5. とくに力を入れたことはなかった

6.下請けなのでそのような余地がない

7.その他 ( )

間5.過去5年間でどのようなコス ト(売上原価)低

減がありましたか

1. コストの低減はなかった

2. コストの低減があった

3. どちらともいえない

問511 前間で2を選んだ企業へ



コス ト低減の理由は何ですか (第2順位

まで)

1. 人件費などの労務コストの圧縮

2.原材料費 (直接材料ー部品など)の圧縮

3. 自動化 ･践械化などによる製造経費の圧

縮

4. 一般管理コスト (総務などの事務費用)

の圧縮

5.営業などの販売管理コストの圧縮

6, その他 ( )

間6.過去5年間で製造工程の自動化 ･機械化を行い

ましたか

1. 行わない

2.行った

3. もともと自動化など必要ない

4. その他 (

間6-1 前間で2を選んだ企業へ

自動榛などを導入した理由はなんですか

(第2順位まで)

1.人手不足のため導入した

2.製品の品質 ･精度を上げるため

3.製品コストの低減を図るため

4.従業員の危険を軽減するため

5.注文が多くなってきたため

6.特殊加工が必要となったため

7.その他 (

Ⅳ 貴社の将来展望について

間1.中長期 (5-lo亭)的将来について､貴社の存

立基盤に不安を感じますか､感じませんか く一つ

のみ)

1. 全く不安を感じていない

2.時 不々安を感じることがある

3.不安に感じている

4.まっからない

5. その他 (

間1-2 前間で2と3を選んだ企業へ

不安を惑ずる最大の理由は何ですか (罪

2順位まで)

i.今の仕事量が少なくなっていくと思うから

2.製品開発競争に追いつけないから

3.円高などの匡際化の波に対応できないから

4.製品コストの引き下げ競争に勝てないから

5.従業員の高齢化など人的な質の低下から

6. 今の立地条件が悪いから

7. 資金調達力が弱いから

8.その他 ( )

間2. 貴社が生き残LJ発展するための企業戦略とLて

重視すべきものは何ですか (第3順位まで)

1.技術開発に力を入れることによる高付加価値

製品の創造

2.製造=程の自動化などによる製品コストの引

き下げ

3. もっと利益のあがりそうな分野-進出する

4. 日太国内でもっと立地条件のよい所に移転する

5. 日太国内で限界があるので生産拠点を海外に

移す

6. パートなどの賃金の安い労働力によってコス

トを引き下げる

7.販売組織 ･市場開発践能を強化する

8. 製品の品質 ･精度を一層高める

9. 資金調達力の強化

10.取引先 (受注先)の分散や集中

11.その他 ( )

間3.浅間テクノポリス構想では､自主技術開発型 (

自社で新製品を開発したり設計したものを主体的

に生産する)企業の育成を目指していますo貴社

は､将来そのような企業に脱皮できると思います

か (1つのみ)

1. 現在でも自主技術開発型企業だと思っている

2.現在は違うが将来は開発型企業になると思う

3.将来とも開発型企業となるには無理だと思う

4.iっからない

5.その他 (

間3-1 前間で3を選んだ企業へ

なぜ無理だと思いますか (第2順位まで)

1. そのような技術力や技術者がいないから

2.技術開発は行いたいが資金がない

3.下請けのためそのような考えはもともと

ない

4.そのような技術を開発する余地がない

5.技術開発は可能であるがコス ト面で合わ

ない

6. その他 ( )

間4. これからの企業経営には激動する経済社会に摸

動的に対処する先見性が強く要求されますOこの

ような経営の活性化に最も必要なことは何だと思

いますか (1つのみ)

1.経営者相互の情報交換や意見交換

2.経営活性化のための各種セミナーの開催

3.技術情塩などの収集

4.海外や国内視察による経営者の研錯

5.経営に関する日頃からの研究

6. ‡っからない

7.その他 ( )

間5.地域企業が21せ掛 こ生き抜LJ発展するために､

何か共同して行う事業があると思いますか (1つ

のみ)

1. 思う

2.思わない
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3.わからない

間5-1 前間で1を選んだ企業へ

どのような事業がありますか (1つのみ)

1. 情報交換ー経営ノウ-ウの交換を行 う異

業種交流研究会等の研究会をもつ

2.研究開発を促進するため資金を出しあいー

研究校関 ･技術交流七ソクー等を設立する

3.県工業試験場ー大学等と統一研究テーマ

を設定 して研究及び技術開発を行 う

4.共同受注ー技術交流や新市場開拓を行う

ための組枯化をはかる

5.海外に共同で情報のアソテナショップを

設ける

6. 海外に共同で生産拠点を設ける

7.工場団地 ･共同工場等を建設する

他のそ
.L

ご協力どうもあ りがとうございました｡
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